
令和２年度 決算報告書

自　令和 2年 4月 1日
至　令和 3年 3月31日



令和3年3月31日現在 （単位：円）

6,348,540,979 6,173,810,177

1,484,389,630 1,507,571,514

2,237,311 1,519,537

1,482,152,319 1,506,051,977

4,500,000,000 4,430,000,000

372,305,130 244,622,327

6,078,156 7,060,739

27,595,454 27,028,339

27,595,454 26,808,339

0 220,000

△ 41,827,391 △ 42,472,742

20,078,559,595 20,253,712,734

14,862,581,253 15,589,448,210

16,500,418,575 17,440,360,205

△ 4,004,024,078 △ 4,216,340,979

△ 140,555,423 △ 140,555,423

2,521,882,626 2,521,882,626

△ 25,354,649 △ 25,354,649

10,214,202 9,456,430

1,723,209,071 1,285,982,761

1,723,209,071 1,285,982,761

456,053,206 462,977,919

287,263,111 299,203,111

△ 52,884,868 △ 61,047,947

175,817,203 175,817,203

113,859,754 126,998,004

△ 68,001,994 △ 77,992,452

29,554,070 24,710,791

3,007,161,995 2,890,593,053

2,056,751,212 1,972,449,747

800,000,000 800,000,000

150,410,783 118,143,306

26,427,100,574 26,427,522,911

流 動 資 産

令　和　２　年　度　貸　借　対　照　表

科　　　　　　　　目 前期決算額 当期決算額

仮 払 金

現 金 預 金

現 金

預 金

有 価 証 券

未 収 金

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

立 替 金

長 期 前 払 費 用

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

賃 貸 事 業 資 産

賃 貸 住 宅 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 損 損 失 累 計 額

賃 貸 施 設 等 資 産

減 価 償 却 累 計 額

長 期 定 期 預 金

そ の 他 事 業 資 産

長 期 事 業 未 収 金

有 形 固 定 資 産

建 物 等 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地 資 産

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

そ の 他 固 定 資 産

長 期 有 価 証 券

そ の 他 の 資 産

資　産　合　計
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3,335,854,941 3,191,972,538

463,144,202 388,298,790

1,631,812,348 1,638,249,975

123,215,017 155,509,272

111,748,719 143,020,962

11,466,298 12,488,310

905,595,343 817,001,004

89,276,567 82,827,844

89,276,567 82,827,844

122,811,464 110,085,653

6,125,804 5,631,293

108,250,300 96,019,000

8,435,360 8,435,360

6,556,253,405 6,203,750,637

2,158,782,436 1,770,483,646

2,158,782,436 1,770,483,646

888,177,590 896,365,360

235,336,286 246,210,946

652,841,304 650,154,414

215,598,547 208,854,314

3,047,439,407 3,084,987,914

866,751,212 822,449,747

1,559,111,347 1,681,906,347

453,326,416 412,381,388

168,250,432 168,250,432

227,007,745 232,247,083

19,247,680 10,812,320

9,892,108,346 9,395,723,175

40,000,000 40,000,000

16,494,992,228 16,991,799,736

238,387,133 238,387,133

16,256,605,095 16,753,412,603

16,534,992,228 17,031,799,736

26,427,100,574 26,427,522,911

事 業 前 受 金

（単位：円）

科　　　　　　　　目 前期決算額 当期決算額

流 動 負 債

次 期 返 済 長 期 借 入 金

未 払 金

前 受 金

長 期 借 入 金

そ の 他 前 受 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

仮 受 金

未 払 消 費 税

そ の 他 の 負 債

固 定 負 債

資 産 除 去 債 務

事 業 資 金 借 入 金

預 り 保 証 金

敷 金

保 証 金

繰 延 建 設 補 助 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

計 画 修 繕 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

固 定 資 産 撤 去 費 用 引 当 金

利 益 剰 余 金

[　資　本　合　計　]

負 債 及 び 資 本 合 計

そ の 他 固 定 負 債

[　負　債　合　計　]

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金
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8,531,498,329 8,528,067,803

8,331,441,790 8,350,029,938

1,575,135,626 1,624,838,392

4,905,284,152 4,949,584,140

575,286,426 551,342,835

1,275,735,586 1,224,264,571

139,351,670 120,840,260

135,958,670 107,170,260

3,393,000 13,670,000

60,704,869 57,197,605

53,614,869 50,057,605

7,090,000 7,140,000

7,745,191,123 7,722,435,476

7,602,840,165 7,594,782,034

1,203,001,037 1,184,266,958

76,982,349 49,308,485

4,759,679,325 4,808,328,516

456,358,997 431,765,278

1,183,800,806 1,170,421,282

115,186,884 99,351,170

101,320,180 85,684,394

13,866,704 13,666,776

27,164,074 28,302,272

20,074,074 21,162,272

7,090,000 7,140,000

343,473,641 363,359,213

442,833,565 442,273,114

48,442,070 61,426,660

4,262,898 4,105,588

37,532,965 40,945,028

6,646,207 16,376,044

6,249,549 6,892,262

6,249,549 6,892,262

485,026,086 496,807,512

170,375,000 0

170,375,000 0

122,100,002 4

2 4

122,100,000 0

533,301,084 496,807,508

前期決算額 当期決算額

令　和　２　年　度　損　益　計　算　書

自 令和 2年4月 1日

至 令和 3年3月31日 （単位：円）

事　　業　　収　　益 ［ａ］

事　　業　　原　　価 ［ｂ］

公 社 賃 貸 住 宅 等 管 理 事 業 収 益

公 営 住 宅 等 管 理 事 業 収 益

特 優 賃 等 管 理 事 業 収 益

マ ン シ ョ ン 等 管 理 事 業 収 益

ま ち づ く り 事 業 収 益

ま ち づ く り 支 援 事 業 収 益

賃 貸 住 宅 等 建 設 支 援 事 業 収 益

そ の 他 事 業 収 益

割 賦 金 等 回 収 業 務 収 益

住 宅 相 談 業 務 受 託 事 業 収 益

管 理 事 業 収 益

科　　　　　　　　目

管 理 事 業 原 価

公 社 賃 貸 住 宅 等 管 理 事 業 原 価

う ち 住 宅 政 策 貢 献 事 業 費 用

公 営 住 宅 等 管 理 事 業 原 価

割 賦 金 等 回 収 業 務 原 価

特 優 賃 等 管 理 事 業 原 価

マ ン シ ョ ン 等 管 理 事 業 原 価

ま ち づ く り 事 業 原 価

ま ち づ く り 支 援 事 業 原 価

賃 貸 住 宅 等 建 設 支 援 事 業 原 価

そ の 他 事 業 原 価

住 宅 相 談 業 務 受 託 事 業 原 価

一 般 管 理 費 ［ ｃ ］

事 業 利 益 ［ｄ＝ａ－ｂ－ｃ］

そ の 他 経 常 収 益 ［ ｅ ］

受 取 利 息

債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入

雑 収 入

そ の 他 経 常 費 用 ［ ｆ ］

雑 損 失

経 常 利 益 ［ｇ＝ｄ＋ｅ－ｆ］

特　　別　　利　　益 ［ｈ］

計 画 修 繕 引 当 金 取 崩 益

特　　別　　損　　失 ［ｉ］

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 撤 去 費 用 引 当 金 繰 入

当　期　純　利　益 ［ｊ＝ｇ＋ｈ－ｉ］
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  自 令和 2年4月 1日

  至 令和 3年3月31日 （単位：円）

238,387,133 238,387,133

0 0

0 0

0 0

238,387,133 238,387,133

15,723,304,011 16,256,605,095

533,301,084 496,807,508

533,301,084 496,807,508

0 0

0 0

16,256,605,095 16,753,412,603

15,961,691,144 16,494,992,228

533,301,084 496,807,508

16,494,992,228 16,991,799,736

当期増加高又は減少高

期 末 残 高

当年度

当期増加高又は減少高

非償却資産取得に係る補助金受入による増加高

利
益
剰
余
金

又
は
欠
損
金

合
計

期 首 残 高

期 末 残 高

期 末 残 高

期 首 残 高

特定積立金からの振替による増加高

当期増加高又は減少高

令　和　２　年　度　剰  余  金  計  算  書

資
本
剰
余
金

項                目 前年度

期 首 残 高

当期純利益

特定積立金への積立による減少高

特定目的積立金からの欠損金てん補による減少高
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  自 令和 2年4月 1日

  至 令和 3年3月31日

事業活動によるキャッシュ・フロー 1,139,114,103 1,255,929,062

管理事業活動による収支 1,283,359,346 1,318,068,980

公社賃貸住宅等管理事業の収支 697,593,075 720,214,411

公社賃貸住宅等管理事業による収入 1,617,433,549 1,653,106,059

公社賃貸住宅等管理事業による支出 △ 919,840,474 △ 932,891,648

公営住宅等管理事業の収支 454,981,038 △ 61,443,242

公営住宅等管理事業による収入 5,260,949,980 5,177,932,112

公営住宅等管理事業による支出 △ 4,805,968,942 △ 5,239,375,354

特優賃等管理事業の収支 364,460,423 152,892,909

特優賃等管理事業による収入 847,957,167 587,307,446

特優賃等管理事業による支出 △ 483,496,744 △ 434,414,537

マンション等管理事業の収支 △ 233,675,190 506,404,902

マンション等管理事業による収入 2,088,888,782 1,464,096,972

マンション等管理事業による支出 △ 2,322,563,972 △ 957,692,070

まちづくり事業活動による収支 318,295,704 388,471,040

まちづくり支援事業の収支 331,705,212 394,832,964

　　　　まちづくり基盤整備事業による収入まちづくり支援事業による収入 438,459,798 464,849,199

　　　　まちづくり基盤整備事業による支出まちづくり支援事業による支出 △ 106,754,586 △ 70,016,235

賃貸住宅等建設支援事業の収支 △ 13,907,953 △ 6,361,924

　　　　公社管理住宅等事業による収入賃貸住宅等建設支援事業による収入 467,000 5,810,000

　　　　公社管理住宅等事業による支出賃貸住宅等建設支援事業による支出 △ 14,374,953 △ 12,171,924

宅地譲渡事業の収支 498,445 0

宅地譲渡事業による収入 498,445 0

宅地譲渡事業による支出 0 0

その他事業活動による収支 143,665,661 131,162,487

割賦金等回収業務の収支 150,047,799 133,476,576

割賦金等回収業務による収入 170,276,564 153,614,126

割賦金等回収業務による支出 △ 20,228,765 △ 20,137,550

住宅相談業務受託事業の収支 △ 6,382,138 △ 2,314,089

　　　　住宅相談業務受託事業による収入住宅相談業務受託事業による収入 16,750,455 15,730,310

　　　　住宅相談業務受託事業による支出住宅相談業務受託事業による支出 △ 23,132,593 △ 18,044,399

一般管理活動による収支 △ 614,778,039 △ 601,295,002

その他経常損益に係る収支 8,571,431 19,521,557

特別損益に係る収支 0 0

その他の収支 0 0

令和２年度　キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（単位：円）

区　　　　　　　　分 前年度 当年度
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投資活動によるキャッシュ・フロー 66,286,654 △ 839,602,976

事業資産形成活動による収支 0 △ 928,620,830

賃貸管理事業資産形成の収支 0 △ 928,620,830

まちづくり事業資産形成の収支 0 0

有価証券等の取得・償還等による収支 92,297,533 84,301,465

定期預金の解約による収入 2,149,048,745 2,056,751,212

定期預金の取得による支出 △ 2,056,751,212 △ 1,972,449,747

有価証券の償還等による収入 0 0

有価証券の取得等による支出 0 0

その他の投資活動による収支 △ 26,010,879 4,716,389

有形固定資産等の形成による収支 △ 26,614,984 4,716,389

　建物（社屋）等建設の収支 0 △ 10,010,000

　土地資産形成の収支 0 0

　その他の有形・無形固定資産形成収支 △ 24,731,800 △ 14,363,950

　その他の固定資産形成の収支 △ 1,883,184 29,090,339

その他の収支 604,105 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 440,699,067 △ 463,144,202

事業活動に係る資金の返済による支出 △ 440,699,067 △ 463,144,202

賃貸管理事業に係る借入金の返済による支出 △ 49,184,219 △ 49,361,574

まちづくり事業に係る借入金の返済による支出 △ 391,514,848 △ 413,782,628

投資活動に係る資金の借入による収入 0 0

賃貸管理事業資産形成に係る借入金による収入 0 0

まちづくり事業資産形成に係る借入金による収入 0 0

その他の財務活動に係る資金の調達及び返済による収支 0 0

短期借入金の返済による支出 0 0

長期借入金の返済による支出 0 0

764,701,690 △ 46,818,116

5,219,687,940 5,984,389,630

5,984,389,630 5,937,571,514

（単位：円）

前年度 当年度

 次期繰越金 5,984,389,630 5,937,571,514

 流動資産 5,984,389,630 5,937,571,514

現金・預金 1,484,389,630 1,507,571,514

4,500,000,000 4,430,000,000

 固定資産 0 0

長期定期預金 0 0

0 0

 その他の資金 2,856,751,212 2,772,449,747

 流動資産 0 0

現金・預金 0 0

0 0

 固定資産 2,856,751,212 2,772,449,747

長期定期預金 2,056,751,212 1,972,449,747

800,000,000 800,000,000

8,841,140,842 8,710,021,261

貸借対照表科目

有価証券（譲渡性預金）

長期有価証券

有価証券

長期有価証券

合　　計

前期繰越金（現金及び現金同等物）

次期繰越金（現金及び現金同等物）

（注記） 　このキャッシュ・フロー計算書における次期繰越金（現金及び現金同等物）と貸借対照表に掲
記されている「流動資産／現金預金・有価証券」及び「固定資産／定期預金・有価証券」項目と
の関係は下表のとおりである。

区　　　　　　　　分 前年度 当年度

当　期　中　の　資　金　収　支　合　計
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1 1

償却原価法（定額法）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

２ ２

個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっている。

３ ３

  建物：定額法                  その他施設：定額法

　耐用年数 ： ４７年            耐用年数 ： ５年～１０年

  建物：定額法                  その他(車輌・工具器具備品他) ：定額法

　耐用年数 ：３７年、４７年     耐用年数： ３～２０年

  定額法

なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっている。

４ ４

賃貸住宅資産等の経年劣化等に対処するために、将来の一定期間内に計画的に実施
する修繕工事に要する費用の総額（計画総額）を基礎として計上する。毎期、計画総
額と計画修繕引当金の期末残高の差額を当該一定期間内に均等に配分した額を繰入れ
ている。

同左

管理事業収入未収金、長期事業未収金その他これに準ずる債権の貸倒による損失に
備えるため、一般債権については貸倒実績等を踏まえた一定率により、また、貸倒懸
念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上している。

同左

債務保証の履行により発生する求償債権の回収不能による損失に備えるため、一般
債務保証額については、住宅系と施設系に分け一定の繰入率により、また、債務保証
の履行可能性が高い特定の債務保証額については個別に回収可能性を検討して、回収
不能見込額を計上している。

同左

役職員の退職給付に備えるため、当期末の自己都合退職による要支給額を計上して
いる。

同左

  職員等の賞与の支払に備えるため、必要額を計上している。 同左

将来の固定資産の撤去に伴う費用の発生に備えるため、発生費用見込額を計上して
いる。

同左

５ ５

収益は、期間または契約等により定められた役務の給付をもって計上し、費用は、
発生の事実に基づいて計上している。

同左

収益は、物件の引渡日をもって計上し、費用は、発生の事実に基づいて計上してい
る。

同左

  収益は、実現主義に基づき、費用は、発生主義に基づき計上している。 同左

６ ６

７ ７

８ ８

同左

その他重要な事項

固定資産の減損に係る会計基準

同左

その他重要な事項

(6)  固定資産撤去費用引当金

消費税等の会計処理方法

(4)  退職給付引当金

(3)  その他事業の収益及び費用

(1)  管理事業の収益及び費用

  リース取引に係る会計処理については、「地方住宅供給公社会計基準」の改訂（平成
２０年３月１４日）に基づき、ファイナンス・リース取引については、原則として通常
の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っている。ただし、個々のリース資産に重
要性が乏しいと認められる場合には、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を
行っている。

リース取引の処理方法

(2)  まちづくり事業の収益及び費用

注　　　記　　　事　　　項

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

(1)  管理事業の収益及び費用

(1)  計画修繕引当金

(6)  固定資産撤去費用引当金

(3)  債務保証損失引当金

満期保有目的債券

収益及び費用の計上基準

(5)  賞与引当金 (5)  賞与引当金

(3)  債務保証損失引当金

消費税等の会計処理方法

収益及び費用の計上基準

同左

その他有価証券

(1)  計画修繕引当金

同左

(2)  貸倒引当金

(4)  退職給付引当金

（自令和2年4月1日　至令和3年3月31日）

固定資産の減価償却の方法

引当金の計上基準

同左

引当金の計上基準

前　　　年　　　度

有価証券の評価基準及び評価方法

まちづくり事業資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

まちづくり事業資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却の方法

(1)  賃貸事業資産

(2)  貸倒引当金

(2)  有形固定資産

リース取引の処理方法

(2)  まちづくり事業の収益及び費用

１　重要な会計方針

同左

(3)  その他事業の収益及び費用

（自平成31年4月1日　至令和2年3月31日）

まちづくり仕掛資産

　固定資産の減損については、「地方住宅供給公社に係る減損会計処理基準（平成１７
年４月１日施行）」を適用している。
　減損にあたっては、資産グループごとに当該資産グループの回収可能価額を算定し、
帳簿価額が回収可能価額を上回った場合に、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として計上している。
　なお、減損損失累計額については、償却資産は間接控除、非償却資産は直接控除して
いる。

固定資産の減損に係る会計基準

(3)  無形固定資産

当　　　年　　　度
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１ １

　預金の額 ３，５３８ 百万円（Ａ） 　預金の額 ３，４７８ 百万円（Ａ）

　有価証券の額 ４，５００ 百万円（Ｂ） (譲渡性預金） 　有価証券の額 ４，４３０ 百万円（Ｂ） (譲渡性預金）

　借入相殺の額 １，０１２ 百万円（Ｃ） 　借入相殺の額 ９３９ 百万円（Ｃ）

　預金保険の額 ４２ 百万円（Ｄ） 　預金保険の額 ４２ 百万円（Ｄ）

　超過額 ６，９８４ 百万円（Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ） 　超過額 ６，９２６ 百万円（Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ）

２ ２

３ ３

４ ４

５ ５

減損の兆候 減損の認識 減損の計上 減損の兆候 減損の認識 減損の計上

①賃貸住宅資産 ２０団地 ２団地 １団地 ０団地 ①賃貸住宅資産 ２２団地 ０団地 ０団地 ０団地

②賃貸施設等資産 ３９ヶ所 ３ヶ所 １ヶ所 ０ヶ所 ②賃貸施設等資産 ３９ヶ所 ３ヶ所 ０ヶ所 ０ヶ所

（単位：円） （単位：円）

前期末残高 当期増減額 当期末残高 前期末残高 当期増減額 当期末残高

その他土地
（減歩資産）

４ヶ所 5,054 4,040 1,014
その他土地

（減歩資産）
４ヶ所 5,054 4,040 1,014

６ ６

期首残高 221,886,603 円 期首残高 227,007,745 円

5,121,142 円 5,239,338 円

期末残高 227,007,745 円 期末残高 232,247,083 円

　 　

１ １

２ ２

○  役員　　　 　　　　　３百万円
○  職員　　　 　　　８６３百万円

    一年以内    23百万円

    一 年 超   13百万円     一 年 超    28百万円

      合 計    23百万円       合 計    51百万円

退職給付引当金の内訳について 退職給付引当金の内訳について

預金のペイオフについて

債務

　預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金保険等の限度超過額

  

リース取引について

保証債務について 保証債務について

(1)  保証債務の内容

　未経過リース料期末残高 　未経過リース料期末残高

　退職給付引当金の内訳は、次のとおりである。

主なリース資産：OA機器　　償却方法：定額法　　リース期間：H29.10.1～R4.9.30）

　預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金保険等の限度超過額

  特定優良賃貸住宅等事業に係る土地所有者の住宅金融支援機構等借入金の保証   特定優良賃貸住宅等事業に係る土地所有者の住宅金融支援機構等借入金の保証

 
リース取引について

２  補足情報   

前　　　年　　　度 当　　　年　　　度

（自平成31年4月1日　至令和2年3月31日） （自令和2年4月1日　至令和3年3月31日）

預金のペイオフについて

Ⅰ　貸借対照表に関する事項 Ⅰ　貸借対照表に関する事項

(1)  保証債務の内容

債務

(2)  保証債務の額　　　　３４，５９６　百万円 (2)  保証債務の額　　　　３１，４８５　百万円

賃貸借取引による所有権移転外ファイナンス・リース取引（借手側）

  地方住宅供給公社会計基準におけるリース取引に係る会計基準の改定（平成  ２０年
４月１日施行）以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

  地方住宅供給公社会計基準におけるリース取引に係る会計基準の改定（平成  ２０年
４月１日施行）以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　主なリース資産：ＯＡ機器 　主なリース資産：ＯＡ機器

賃貸借取引による所有権移転外ファイナンス・リース取引（借手側）

 

所有権移転外ファイナンス・リース取引（借手側）所有権移転外ファイナンス・リース取引（借手側）

主なリース資産：OA機器　　償却方法：定額法　　リース期間：H29.10.1～R4.9.30）

箇所数

(1)  賃貸事業資産
　賃貸事業資産等について、「地方住宅供給公社に係る減損処理基準及び注解」に基づ
き、減損処理に係る会計処理を行った資産の状況は以下のとおりである。

    一年以内    9百万円

Ⅱ　損益計算書に関する事項 Ⅱ　損益計算書に関する事項

減損処理の状況

資産種別 箇所数
貸借対照表計上額

特別損益の主要なものについて 特別損益の主要なものについて

　当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりである。　

　退職給付引当金の内訳は、次のとおりである。

○  役員　　　 　　　　　４百万円
○  職員　　　 　　　８１７百万円

賃貸事業資産等について 賃貸事業資産等について

資産の
ｸﾞﾙｰﾌﾟ数

資産種別

(1)  賃貸事業資産
　賃貸事業資産等について、「地方住宅供給公社に係る減損処理基準及び注解」に基づ
き、減損処理に係る会計処理を行った資産の状況は以下のとおりである。

(2)  事業用土地資産等

貸借対照表計上額

種　　　別

　

資産除去債務の内容

時の経過による調整額

○　入間浅間山住宅の解体決定に伴う取崩額 　　　　　  １７０百万円

　当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりである。　

資産除去債務の内容

  当公社では、平成20年3月に締結した土地所有者と地上権設定契約により、賃貸住宅用地
を借地し公社賃貸住宅等管理事業を行っているが、明渡し時期に原状回復義務が課せられ
ている物件がある。したがって地方住宅供給公社会計基準「資産除去債務に関する実務指
針」（平成22年3月17日制定）に基づき、当該物件に対し資産除去債務会計処理を行ってい
る。

  当公社では、平成20年3月に締結した土地所有者と地上権設定契約により、賃貸住宅用地
を借地し公社賃貸住宅等管理事業を行っているが、明渡し時期に原状回復義務が課せられ
ている物件がある。したがって地方住宅供給公社会計基準「資産除去債務に関する実務指
針」（平成22年3月17日制定）に基づき、当該物件に対し資産除去債務会計処理を行ってい
る。

(1)  計画修繕引当金取崩益について

(2)  固定資産撤去費用引当金の計上について
　

○　入間浅間山住宅の固定資産撤去費用引当金計上　     １２２百万円

Ⅲ　その他の補足情報

資産価額適正化評価差額金について 資産価額適正化評価差額金について

　「地方住宅供給公社会計に係る資産価額の適正化実施基準」（平成１６年１１月１日）
に基づき、賃貸事業資産等の資産価額の適正化を実施した。

同左　適正化による評価差額は、資本の部の資本剰余金に計上した。

　　　　適正化の実施時期　　　　　平成１７年３月３１日

　　　　適正化による評価差額　　　△１，０１８百万円

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な現金及び取得日から３
か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

同左

種　　　別
資産の

ｸﾞﾙｰﾌﾟ数

減損処理の状況

(2)  事業用土地資産等

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

Ⅲ　その他の補足情報

時の経過による調整額

  無し

本当は、注記も前年度
度で分けなければならないよ
うだ。

８



監事の意見

　この決算書については、監査の結果、計数に誤りなく、かつ、適正なものと
認めます。

　令和３年５月１９日

　監　事 立　川　吉　朗 ㊞

　監　事 宮　川　惠　一 ㊞
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